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　 こ れまでも 述べてき まし たよう に、 W .A LC は国産材厚

板集成版（ 国内の中断面、 大断面集成材工場で生産可能）

を 構造躯体（ 構造種別指定なし ） に取り 付けたアン グル

等に、 自重受け金物や目地受け金物を 利用し てラ グスク

リ ュ ーで留めるも のです。

　 こ のよう に大臣認定自体は非常に単純なも のですが、 性

能評価基準で細かなルールが定めら れていて、 それら を

守っ て製作・ 設計・ 施工し ていただく 必要があり ます。

　 では CLT や LVL、 そし て厚板集成板利用の告示（ CLT

など） などと 何が違っ ているのでし ょ う か？ また各種団

体で認定を取得し ている厚板集成板利用のも のと の併用は

可能なのでし ょ う か？

　 W .A LC と 他の大臣認定品と の併用は可能です。 ただし

相性や合理性も 考えなければなり ません。 CLT と 比較す

ると 、 コ スト 、 流通、 使い方、 性能では、 概ね W .A LC が

優れていると 思われます。 ただし 、 補助金対象建築や大規

模建築では CLT などにメ リ ッ ト があり 得ます。

　 検討さ れる場合は、双方を対象にじ っ く り ご検討下さ い。

福島県泉崎村に実証実験棟が建設さ れていますので、 比較

検討も 可能です。 現地での見学と 説明、 相談会も 受け付け

ており ますのでご利用下さ い。

　 W .A LC は躯体を 選ばず、 構造と 関係なく 使用でき ます

ので、 他の厚板集成版に比べると 1 時間準耐火で使う のは

比較的容易です。 また厚板集成版利用の告示の範囲で JA S

材（ W .A LC の JA S 仕様）を利用し 、CLT などと 同じ よう に、

構造体と し ても 使用するこ と ができます。 他の厚板同様に

個別の構造計算が必要と なり ますが、 CLT などの技術開

発に伴い、 様々な厚板集成版の利用技術（ 接続金物中心）

が進めら れてき ていますので、 各厚板集成版の 1 時間準耐

火仕様を守っ たう えでご利用いただけます。

　 また日本集成材工業協同組合の認定を利用し 、 製品と し

ては W .A LC（ JA S 材） を用いた床板利用も 可能です。 木

造では相性のよい組み合わせです。

　 W .A LC の利用において、 先ずは鉄骨造に取り 付ける外

壁材と し て利用するこ と をお勧めし ます。 比較的容易に取

り 組むこ と ができ、 木材使用を増やし て様々なメ リ ッ ト を

引き 出すには最適です。

　 次に床スラ ブへの採用も 様々なメ リ ッ ト があり ますので

ご検討下さ い。 その場合は、 日本集成材工業協同組合の大

臣認定を 利用し て W .A LC 版（ JA S 仕様） を 利用する か、

同じ く JA S 材利用で告示で判断する か、 二つの方法があ

り ます。 ど ち ら にし ても W .A LC の JA S 仕様材を 利用す

るこ と ができます。

　 W .A LC105， W .A LC120 はノ ン JA S で 認定を 受けて い

ますが、 JA S 材と し ての出荷は可能ですので、 告示によ

る様々な利用に対応できます。

W.ALC の採用と CLT や告示との併用について

JAS 集成材利用集合住宅（ 日本集成材工業協同組合） 鉄骨造 + W .ALC（ 壁） + CLT（ 壁） + JAS 集成材（ 床）

を使用し た実証実験棟
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W.ALC の供給体制と取り扱い

　 W OOD.A LC は集成材です（ 製品名と し ては、「 W .A LC」

と 略し て呼ぶこ と と し ています）。 国土交通省大臣認定の

防耐火部材と し て認定を受けた商品です。 協会では、 認定

の性能評価を 受けた大臣認定書別添の記載事項を 基本に、

協会で製造指針を整備し ており ます。

①製造する事業者は、 協会に事業者登録が必要です。「 一

般社団法人日本 W OOD.A LC 協会」「 W OOD.A LC 東日本

普及協会」「 W OOD.A LC 中部地区普及協会、 W OOD.A LC

西日本普及協会」 の何れかに申請登録を行う こ と になっ て

います。

② W .A LC はノ ン JA S 品ですが、 原則と し て JA S 集成材

工場での製造と し 、 管理製造を前提と し ます（ 製造会社の

品質担保のため）。 集成材 JA S 同等管理、 JA S 材と し て出

荷可能な製品を前提と し ます（ ※ CLT 等の告示運用対応）。

JA S 指定条件付き W .A LC は事前申請が必要と なり ます。

③製造に際し 、 協会が定める製造指針に基づき 製造管理し

受注の報告を行う も のと し ます。 官公庁行政機関の求める

使用実績報告を行います。

④認定利用する際は、 所定の用紙に認定の仕様物件の詳細

を記入の上、 協会へ申請を行います。 協会は、 認定書の写

し（ 別添）を発行し ます（ 設計者、施工を所管する建設会社）。

⑤設計施工を所管する建設事業者、 販売する事業者は事業

者登録が必要です。

⑥協会は、 間違いのない利用を促進するために、 製造講習

会や設計施工講習会（ W .A LC 技術講習会） を開催し ます。

利用する方は、 講習会に参加し て構造方法の習得を図っ て

いただき ます。 認定には、 大臣認定部分と 建築主事判断を

必要と する部分が含まれていますので、 講習で理解を図り

ます。 設計施工をする上で事前確認を行い、 官公庁・ 行政

から の指導があっ た際には従う こ と と し ます。 不明な点が

発生し た際は、 協会は性能評価機関や有識者への確認作業

をフ ォ ローいたし ます。

【 認定の製品名： W .A LC】

QF060NE － 0028：

W .A LC120（ 従来品） 平成 23 年認定取得

QF060NE － 0044：

W .A LC120（ 従来品） 平成 26 年認定取得

新認定品（ 予定）：

W .A LC105（ 外断熱＋鋼板仕様）

【 供給体制】

　 供給事業者は、全国の賛同企業が登録を進めており ます。

最寄り のエリ アの供給事業者については協会へお問い合わ

せく ださ い。 月当たり の登録企業全体の供給能力は、 約

500㎥（ 平成 29 年 1 月現在） です。 計画に際し ては、 最寄

り の供給事業者へお問い合わせの上、 供給量をご確認く だ

さ い。 各社が計画的に生産するこ と により 、 コ スト ダウン

につながり ます。 納品予定の 3 ヶ 月前の発注が基本です。

ただし 、 こ れは季節により 異なり ます。 段階を追っ て定期

生産し 、 規格版の在庫スト ッ ク を進めると と も に、 賛同企

業の募集を行っ ており ます。

登録事業者数： 東北地区＝ 3 社、 信越地区＝ 2 社、 西日本

地区＝ 2 社（ 平成 29 年 1 月現在）

集成材プレ スラ イ ン
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目的：

　 当協会は、国産木材を利用し た W OOD.A LC（ 準耐火材） 等の製造及び建築工法を社会に普及さ せるこ と を目的と する。

事業：

（ 1） 国産材建材 W OOD.A LC（ 準耐火材） 等の製造及び用途・ 建築工法・ 構造に関する調査及び研究

（ 2） 国産材 W OOD.A LC（ 準耐火材） 等の認定の普及及び広報活動

（ 3） 国産材用途開発における森林維持・ 木材の CO₂ 蓄積効果に関する意見の表明

（ 4） 前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業

１ . 推進本部の役割

（ 1） 連携団体、 企業と 意見交換を元に協会と 協議を行う 。

（ 2） 普及協会、 推進協議会と 連携し 普及活動を行う 。

（ 3） 認定の設計・ 施工に係る業務管理を行う 。

　 　 ⅰ . 事業者登録

 製造会社　 　 　 製造講習を受講し た企業に認定品の製造、 W .A LC
®
（ 登録商標） 使用許諾

 販売会社　 　 　 講習を受講し た企業に認定品の販売、 W .A LC
®
（ 登録商標） 使用許諾

 設計施工会社　 講習を受講し た企業に認定品の設計施工、 W .A LC
®
（ 登録商標） 使用許諾

　 　 ⅱ . 本認定の利用条件

 　 当協会では、 本認定の適切な活用を図るため、 利用する事業者は協会へ事業者登録を行う 。

 　 事業者登録は、 本認定の利用を把握する目的である。 所定の発行申請用紙にて認定書（ 写し ） 発行申請を行い

 受領するこ と と する。（ ※物件毎に行う 。）

 　 登録さ れた認定は取得企業に帰属するも のであり 、必ずし も 他の登録事業者へオープンにするも のではないが、

 認定取得企業の意思により 当協会登録事業者へオープン化するこ と を妨げるも のではない。

　 製造・ 販売事業者は、 本認定の厚板集成版の製造、 並びに W .A LC® （ 登録商標） を使用する際には、 事業者登録を 行

う こ と と する。 厚板集成版の製造は、 原則 JA S 集成材工場で行う も のと する。

　 販売・ 設計・ 施工業者は、 本認定の厚板集成版の製造並びに W .A LC
®
（ 登録商標） を 使用する際には、 事業者登録を

行う こ と と する。 講習を受け、 認定品の使用方法の理解習得を図る。

　 当協会の登録事業者が独自に取得し た認定、 又は各社が使用権を有する構造方法を前提と し た耐火構造の認定と 本認定

（ 協会へ認定利用者管理委託を受けている認定を含む） を併用し て耐火建築物を設計・ 施工する場合は、 当協会に事業者

登録し た上で、 使用するこ と と する。

　 以上により 本認定を利用し て耐火建築物を設計する場合には、 設計者の責任において特定行政庁若し く は指定確認検査

機関と 事前に協議をおこ なう こ と と する。 登録認定の利用にあたり 、 特定行政庁から 建築基準法等に基づく 指導などが発

生し た場合は、 当該指導に従う こ と と する。

一般社団法人 日本WOOD.ALC 協会について
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団体所在地

 

一般社団法人日本 WO O D.ALC 協会

（ 事務局・ 協会本部）

〒 135-0016

東京都江東区東陽 5-30-13 東京原木会館

tel: 03-6666-4225　 fax: 03-5857-5224

e-mail: info@walc.jp

url: http://www.walc.jp

 

● WO O D.ALC 東日本普及協会

（ 代表会社： 金子製材株式会社）

連絡先は本部に同じ

● WO O D.ALC 中部地区普及協会

（ 代表会社： 株式会社鈴三材木店）

〒 434-0041

静岡県浜松市浜北区平口 5584-12

tel: 053-585-1000　 　 fax: 053-585-1017

● WO O D.ALC 西日本普及協会

（ 代表会社： 小国町森林組合）

〒 869-2501

熊本県阿蘇郡小国町宮原 1802-1

tel: 0967-46-2411　 fax: 0967-46-5474

平成29年1月13日現在
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一般社団法人日本 W OOD .ALC 協会　 組織図
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